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                平成 29年度第１回沖縄県地方創生推進会議 議事録 

 

                                   日時 平成 29 年７月 24 日（月） 10：00～11：15 

                                   場所 県庁６階第１特別会議室 

 

【事務局】 

  それでは、これより、平成 29 年度第１回沖縄県地方創生推進会議を開会いたします。は

じめに、本日の配付資料の確認をさせて頂きたいと思います。テーブルの上に準備させて

頂いております、会議次第、資料１沖縄県人口増加計画の進捗状況について、参考資料と

して１から３、配席図、最後に沖縄県人口増加計画改定版でありますが、お揃いでしょう

か。よろしければ、進めていきたいと思います。 

  続きまして、今回、委員３名に変更がございますので、新しい委員をご紹介させて頂き

たいと思います。 

  まず、お一人目が沖縄労働局職業安定部長の村上優作様です。 

 

【村上委員】 

  村上です。よろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

  お二人目が沖縄振興開発金融公庫企画調査部長の普久原朝隆様です。 

 

【普久原委員】 

  普久原です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

  三人目が沖縄労働局事務局長の東盛政行様です。 

 

【東盛委員】 

  連合沖縄の東盛です。どうぞよろしくお願いいたします。 

  

【事務局】 

  それでは、沖縄県地方創生推進会議の開会にあたりまして、沖縄県企画部企画調整統括

監の儀間より、ご挨拶を申し上げます。 

 

【儀間統括監】 

  皆様、おはようございます。県企画部企画調整統括監の儀間と申します。どうぞ、よろ
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しくお願いいたします。本日は、お忙しい中、本会議にご出席頂きまして、ありがとうご

ざいます。 

  県では、平成２７年９月に、本会議における皆様からのご意見等も踏まえまして、沖縄

県人口増加計画を改定いたしまして、沖縄県版のまち・ひと・しごと創生総合戦略として

位置付けたところでございます。また、県内全ての市町村においても、それぞれの地域の

実情に応じた形で、平成２８年３月までに、総合戦略を策定したところでございます。 

  県や市町村におきましては、それぞれの総合戦略に基づき、地方創生に係る各種の取組

を推進しているところでありまして、本日は、県で取り組んでおります沖縄県人口増加計

画の進捗状況を議事事項としております。 

  本県は、人口も増加しておりまして、また、経済も好調さを維持しているところでござ

いますが、一方で、子どもの貧困の関係の問題や、雇用の質の改善などの課題への対応が

重要性を増してきております。 

  そのような状況において、県における平成２８年度の取組を踏まえた進捗について、ご

報告をさせて頂きますので、委員の皆様におかれましては、忌憚のないご意見等を賜りま

すよう、どうぞ、よろしくお願いいたします。 

   

【事務局】 

  それでは、これより議事に入らせて頂きたいと思います。議事の進行を会長にお願いし

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

【大城会長】 

  皆さん、こんにちは。１年ぶりで、久々という感じですけれども。今日は、この一年間

の「沖縄県人口増加計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略」の進捗状況について説明を

して頂き、それに対する委員の皆さんのご意見を賜りたいというのが会議の目的でござい

ます。それでは、早速、事務局の方から、進捗状況についての説明をお願いします。 

 

【事務局】 

  皆様、おはようございます。企画調整課副参事の真鳥と申します。よろしくお願いいた

します。概ね 20 分の説明となりますので、座って説明させて頂きたいと思います。それで

は、進捗状況についてご説明いたします。参考資料の１をご覧下さい。まずはじめに、地

方創生に関する動きについて、ご紹介させて頂きたいと思います。 

  県では、平成２７年９月に、沖縄県地方創生推進会議からの提言を踏まえ、沖縄県人口

増加計画を改定し、沖縄県版総合戦略として「沖縄県人口増加計画（改定版）（沖縄県まち・

ひと・しごと創生総合戦略）」を策定しており、平成２７年度中に、沖縄県内の全市町村で、

同じく総合戦略を策定しております。また、昨年の７月に、本推進会議において、計画の

進捗状況をご報告申し上げ、様々なご意見を頂戴したところでございます。 
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  本推進会議の趣旨でございますが、本計画を推進していく上で、色々な取組がなされて

おりますので、それに対して、専門的な知見からのご意見を頂戴しまして、次年度以降の

事業展開の参考とさせて頂きたく開催しております。ご提言頂いた内容については、関係

部局へ報告させて頂いておりますので、ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

   

  参考資料２をご覧下さい。国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略（２０１６改訂版）」

の全体フローでございます。昨年と異なる点としましては、上から２つ目の枠に赤字で記

しておりますが、その部分が変わっております。読み上げますと「アベノミクスを浸透さ

せるために、地方の「平均所得の向上」を実現する」ということが追加されたこと。それ

から、下から３つ目の囲みです。これも赤字で示しておりますが、地方版三つの矢の下の

方に「地方が「自助の精神」をもって取り組むことが重要であり、国としては、引き続き、

意欲と熱意のある地域の取組を、情報、人材、財政の三つの側面から支援」と記載された

点が、新たに追加された事項でございます。 

 

  参考資料３につきましては、昨年度の議事録となります。昨年度、大城会長から過去に

議論した資料も準備して欲しいというご発言がございましたので、添付させて頂いており

ます。 

   

  それでは、本題の資料１の方をご説明させて頂きたいと思いますので、お手元にご準備

下さい。 

  本計画は、沖縄２１世紀ビジョン基本計画を補完する個別計画の一つとして位置づけら

れておりまして、本資料に記載している各施策の進捗状況の内容については、沖縄県２１

世紀ビジョンの実施計画ＰＤＣＡにおいて、現在、検証作業を行っているものを転記させ

て頂いておりますので、今後、修正の可能性があるということを申し添えさせて頂きたい

と思います。 

   

  表紙を捲って頂きまして、まず、目次となっております。 

  続いて、１ページですけれども、沖縄県人口増加計画（沖縄県まち・ひと・しごと創生

総合戦略）の全体像をフロー図で整理しております。 

  沖縄が目指すべき３つの社会として、１つ目、緑色の囲みで示しておりますが「安心し

て結婚し出産・子育てができる社会」、２つ目、青色の囲みですが「世界に開かれた活力あ

る社会」、３つ目、オレンジ色で示しております「バランスのとれた持続的な人口増加社会」

を掲げ、それぞれについて、自然増、社会増、離島・過疎地域の振興に関する取組と、施

策を３つに分けております。 

  下の方に青字で記載しております自然増を拡大するための取組としては、（１）「婚姻率・

出生率の向上」と青字で記載しております。これが施策となっております。自然増の施策
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については４つ、社会増に関する施策については５つ、離島・過疎地域の振興に関する施

策は３つ、合わせて１２施策を位置づけております。 

 

  また、一番下に「計画の効果的な実現態勢の構築」として記載しておりますが、こちら

については、次のページをご覧下さい。 

  ２ページ目ですが、改定版沖縄県人口増加計画の第７章から抜粋しております。計画の

効果的な実現を図るため「沖縄県地方創生推進会議を設置し、同会議に対して、定期的に

本計画に基づく取組の進捗状況について報告を行い、意見を求める」としておりまして、

今回も、これに基づき開催しております。また、同章の２において「計画の進捗管理とし

て、重要業績評価指標、ＫＰＩを設定し、ＰＤＣＡサイクルの確立を行い、施策の見直し

につなげる」こととしております。 

  更に、その下の別表と記載されているところは、「重要業績評価指標、ＫＰＩ」について

であります。重要業績評価指標の考え方ですが、直接指標と関連指標があり、「人の出生・

死亡・転入・転出に関し、計画が掲げる目指すべき社会の実現に向けた５つの直接指標」

と、「直接指標に影響を与える２５項目の関連指標」を設定しております。 

  指標の評価につきましては、直接指標は、その動きの把握・分析を行い、関連指標は、 

計画策定時の基準値と現状値との比較により、前進、後退というような評価を行っており

ます。 

  

  それでは、３ページをご覧下さい。人の出生・死亡・転入・転出に関する直接指標、Ｋ

ＰＩの状況についてご説明いたします。 

  まず、区分の「自然増加」についてでございます。「合計特殊出生率」ですが、平成２８

年は１.９５となり、計画策定時の１.９０と比較し、０.０５ポイント増加しております。

ちなみに、沖縄県は全国１位となっております。 

  続きまして、「出生数」ですが、平成２８年は１６,６１７人となり、計画策定時の 

１７,０７４人と比較し、概ね、横ばいで推移しております。 

   

  続きまして、４ページになります。「自然減少」の区分の「平均寿命都道府県順位」でご

ざいますが、厚生労働省が５年ごとに公表するため、平成３０年２月に公表される予定と

なっております。 

  続きまして、「２０歳～６４歳の年齢調整死亡率」でございますが、平成２７年における

男性が２６５.４となり、計画策定時の２９８.８から３３．４ポイント減少しており、女

性は１２９.７となっておりまして、計画策定時の１２８.４から１．３ポイントの増加と

なっております。 

  続きまして、「社会移動」の区分でございます。「３０歳～４９歳の転入超過数」は 

  １,１１２人となり、計画策定時の１,４７６人と比較し、３６４人減少している状況で
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ございます。 

   

  ５ページをご覧下さい。ここからは関連指標の状況となっております。ここでは、直接

指標へ影響を与える関連指標の状況について、ご説明いたします。 

  「自然増の拡大」に関する指標といたしまして１２項目を設定しており、基準値と比較

し良くなっている、前進している項目が６項目、後退している項目が４項目、統計年度未

到来のため「その他」が２項目となっております。 

  「社会増の拡大」に関する指標としましては、８項目を設定しておりまして、全てで前

進となっております。 

  離島・過疎地域の振興に関する指標としまして、５項目を設定しておりまして、これも

５項目全てで前進となっております。 

  この結果、関連指標全体で、前進が１９項目、後退が４項目、その他が２項目となって

おりまして、前進が全体の７６％を占めております。 

 

  ６ページをご覧下さい。先ほどご説明した関連指標に関しまして、１２の施策ごとに、

その主な取組のＰＤＣＡ検証結果を踏まえながら、説明させて頂きます。 

  まずはじめに、「自然増を拡大」するための取組の中で、（１）「婚姻率・出生率の向上」

に向けた施策につきましては、「婚姻率」「新規学卒者の就職内定率」「低体重児出生率」の

３つのＫＰＩを設定しておりまして、評価として１項目が前進、２項目が後退となってお

ります。 

  関連指標ごとに説明いたします。全国的にも減少傾向にあるＫＰＩの「婚姻率」につき

ましては、基準値と比較し０．４ポイントの「後退」となっております。沖縄県の特徴と

いたしましては、婚姻率が東京に次いで２位と高い状況にありますが、少子化要因の一つ

であります、未婚化、晩婚化の改善に向け取り組む必要があると考えておりまして、子ど

も生活福祉部において、沖縄県出会い・交流応援事業や出会い支援の必要性について理解

を深めるためのシンポジウムを開催したところでございます。 

  県としましては、引き続き、気運醸成のためのシンポジウムの開催のほか、県内外の先

進事例を参考にしつつ、取組を進めてまいりたいと考えております。 

  続きまして、ＫＰＩ「新規学卒者の就職内定率」につきましては、新規学卒者等総合就

職支援事業における大学等への専任コーディネーター配置による就職支援の実施などによ

り、高校９３．６％、大学等８１．４％となり、基準値と比較し「前進」となっておりま

す。 

  最後に、ＫＰＩ「低体重児出生率」につきましては、生涯を通じた女性の健康事業にお

ける女性健康支援センター設置による相談事業の実施、県立高校等での思春期保健研修会

の開催などに取り組んできましたが、現状値は１０．９％、全国平均は９．５%となり、基

準値と比較し０．３ポイントの「後退」となっております。 
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  低体重児出生率につきましては、全国的に年々増加傾向にありますが、その中でも、沖

縄県は全国一高い状況となっております。その要因としましては、妊娠前や妊娠中の健康

管理の知識不足により、異常時に適切な行動がとられてないこと等が影響していると分析

しており、県としては、引き続き、女性健康支援センターの更なる活用に向けた広報活動

に取り組むほか、将来、安心・安全に妊娠、出産を迎えることができるよう、高校生に対

する妊娠、出産に対する正しい知識・情報の提供、婚姻届を提出する夫婦に対する必要な

情報の提供などを行うこととしております。 

  このＫＰＩを達成するための主な取組、取組の検証、施策の推進戦略案、ＰＣＤＡの詳

細につきましては、表の下の方に記載しております。 

  資料の構成としましては、このような形で続いてまいりますので、よろしくお願いいた

します。 

   

  ７ページをご覧下さい。「自然増を拡大」するための取組の（２）でございます。「子育

てセーフティーネットの充実」のための施策につきましては、「確保方策を講じる必要があ

る保育の量の見込み」「複数年保育を実施する公立幼稚園の割合」「公的施設等放課後児童

クラブの設置割合」の３つのＫＰＩを設定しておりまして、評価は２項目が前進、１項目

が後退となっております。 

  関連指標ごとにご説明いたします。「確保方策を講じる必要がある保育の量の見込み」に

つきましては、安心こども基金等を活用し、市町村が実施する保育所整備事業に対する補

助金交付などにより、１５，９７９人分を確保し、基準値と比較し１４，７９２人増の「前

進」となっております。 

  「複数年保育を実施する公立幼稚園の割合」につきましては、幼児教育の質の向上にお

ける３年保育実施の理解に向けた研修会等により、３年保育３.５％、２年保育５２.４％

となり、基準値と比較し「前進」となっております。 

  「公的施設等放課後児童クラブの設置割合」につきましては、放課後児童クラブ支援事

業における放課後児童クラブの公的施設活用の促進、市町村が実施する施設整備事業等に

対する補助金交付などにより、公的施設等を利用した放課後児童クラブの施設数は着実に

増加しているところでございますが、それ以上に民間施設を活用したクラブが増加した結

果、現状値３７.０％となり、基準値と比較し「後退」となっております。 

  このＫＰＩを達成するためのＰＤＣＡにつきましては、下の方に記載しております。 

   

  ８ページをご覧下さい。（３）「女性の活躍推進」のための施策につきましては、「ワーク・

ライフ・バランス認証制度企業数」「事業所内保育施設数」「男性の育児休業取得率」の３

つを設定しております。 

  「事業所内保育施設数」につきましては、事業者内保育総合推進事業における事業者内

保育施設整備を行う市町村に対する補助金の交付などにより７４施設となっておりまして、
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基準値と比較し３５施設増の「前進」となっております。 

  「ワーク・ライフ・バランス認証制度企業数」につきましては、ワーク・ライフ・バラ

ンス推進事業におけるラジオ等を活用した情報発信、セミナーの開催などの実施により、 

６７社となっておりまして、基準値と比較し２６社増の「前進」となっております。 

  「男性の育児休業取得率」につきましては、九州・山口県と連携した社会全体の結婚・

子育てに対するプラスイメージの醸成に取り組むなどにより、４.８％となっており、基準

値と比較し１ポイント増の「前進」となっております。 

   

  続きまして、９ページをご覧ください。 

  「自然増を拡大」するための取組の（４）「健康長寿沖縄の推進」のための施策につきま

してご説明いたします。これにつきましては、「肥満率」「がん検診受診率」「生活習慣病の

リスクを高める量を飲酒している者の割合」の３つのＫＰＩを設定しておりまして、評価

は、「その他」が２項目、「後退」が１項目となっております。 

  関連指標ごとに説明いたしますと、「がん検診受診率」につきましては、生活習慣病検診

管理協議会の開催、県民に対するがん検診受診に関する周知啓発などに取り組んできてお

ります。このことから、乳がんや子宮がんについては、若い世代でも増加傾向にあり受診

率が上昇している一方で、胃がん、大腸がん、肺がんについては、受診率が減少している

状況にあります。引き続き、健康長寿復活に向け、市町村と連携して、受診率向上のため

の研修会の開催や、ホームページで検査を受診できる病院名簿の掲載など、がん検診の普

及啓発の取組を推進してまいりたいと考えております。 

  次に、「成人肥満率」と「生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合」につ

きましては、統計年度が未到来となっておりまして、指標がないことにより、評価を「そ

の他」としております。 

   

  １０ページをご覧ください。次は、「社会増を拡大」するための取組についてであります。 

  （１）「雇用創出と多様な人材の育成・確保」のための施策につきましては、「就業者数」

「新規学卒１年目の離職率」「情報通信関連企業の立地数・新規創出雇用者数」「臨空・臨

港型産業における新規立地企業数・雇用者数」の４つのＫＰＩを設定しており、全ての項

目で「前進」となっております。 

  ＫＰＩ２番目の「新規学卒１年目の離職率」につきましては、沖縄型産学官・地域連携

グッジョブ事業における若年者等の就業意識向上に取り組む地域に対する補助などにより、

高校２６.６％、大学１７.３％と、基準値と比較して改善しており「前進」となっており

ます。 

  続きまして、「情報通信関連企業の立地数・新規創出雇用者数」「臨空・臨港型産業にお

ける新規立地企業数・雇用者数」につきましては、ＩＴアイランド推進事業における情報

通信関連企業の誘致、国際物流拠点化産業集積地域うるま地区対策事業における立地企業
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に対する支援などにより、それぞれ、４２７社、２８,０４５人、７４社、１,３１３人と

なっておりまして、それぞれ「前進」となっております。 

  それから、「就業者数」につきましては、６７.９万人となっておりまして、基準値と比

較し５．２万人増の「前進」となっております。  

  これにつきましては、先程ご説明いたしました「新規学卒１年目の離職率」の取組や、

企業誘致の取組など、総合的な取組により、前進になったと考えております。 

   

  続きまして、１１ページをご覧ください。（２）「地域産業の競争力強化」のための施策

につきましては、ＫＰＩの設定は行っておりませんけれども、主な取組としまして、沖縄

国際物流ハブ活用推進事業における県産品の海外販路拡大のための取組や、ものづくり基

盤技術強化のための取組などにより、着実に成果を上げていると考えております。 

   

  続きまして、１２ページをご覧ください。（３）「ＵＪＩターンの環境整備」のための施

策であります。これにつきましては、「移住にかかる相談件数」「全国学力・学習状況調査

平均正答率（小・中学校）」の２つのＫＰＩを設定しており、両項目とも「前進」となって

おります。 

  「移住にかかる相談件数」につきましては、移住定住促進事業における移住希望者と受

入地域を繋ぐ世話役養成塾の開催などにより、１４５件となっておりまして、基準値と比

較して８７件増となっております。 

  このＫＰＩを達成するための取組につきまして、下の方に記載しておりますが、人口減

少傾向にある離島・過疎市町村の知名度向上の取組強化が必要であることから、ニーズの

高い関西地区での相談会を増やすなど、引き続き、取組を推進してまいります。 

  「全国学力・学習状況調査平均正答率」につきましては、学力向上Ｗｅｂシステム活用

事業における県内児童生徒の学力定着状況の把握・授業改善の取組の迅速化などによりま

して、６０．７％となっており、基準値と比較し１２．１ポイント増となっております。 

   

  １３ページをご覧ください。（４）「交流人口の拡大」のための施策につきましては、「入

域観光客数・外国人観光客」「修学旅行者数」の２つのＫＰＩを設定しており、両項目とも

「前進」となっております。 

  「入域観光客数・外国人観光客」につきましては、観光誘致対策事業における誘客プロ

モーションなどにより、国内６６４万人、海外２１５万人となっております。特に、外国

人観光客数については、大幅に目標を上回る状況となっておりまして、引き続き、プロモ

ーションを実施するなど沖縄の魅力発信を行ってまいります。 

  「修学旅行者数」につきましては、生徒数全体が減少傾向にある中、修学旅行推進強化

事業などを実施し、新たなメニューの提案、関係者招聘などのプロモーションを推進した

結果、４４．２万人と７，０００人増加していることから、引き続き、モニターツアーな
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どを実施してまいりたいと考えております。 

   

  １４ページをご覧ください。（５）「新しい人の流れを支えるまちづくり」のための施策

につきましては、ＫＰＩの設定は行っておりませんが、普天間飛行場などの大規模駐留軍

用地跡地利用推進のための取組や、市街地再開発などを行っておりまして、それぞれの取

組において、着実な前進が図られてきていると考えております。今後も引き続き、ＰＤＣ

Ａに基づきまして、新しいまちづくりに向けた取組を推進してまいりたいと考えておりま

す。 

   

  １５ページをご覧ください。三本柱の最後、「離島・過疎地域の振興」のための取組につ

いてであります。 

  まず（１）「定住条件の整備」のための施策につきましては、「低減化した路線における

航路・航空路の利用者数」「超高速ブロードバンド」サービス基盤整備率（離島）」の２つ

のＫＰＩを設定しており、両項目とも「前進」となっております。 

  「低減化した路線における航路・航空路の利用者数」につきましては、沖縄離島住民等

交通コスト負担軽減事業における離島住民の船賃・航空運賃の低減のための事業者に対す

る負担金の交付などにより、航空路４３６千人、航路６５５千人と、目標値を上回る状況

となっておりまして、引き続き、関係市町村とも連携し、安定的かつ効率的に取組を推進

してまいりたいと考えております。 

  「超高速ブロードバンドサービス基盤整備率」ですが、情報通信基盤の整備に向けた本

島と久米島・先島等を結ぶ海底光ケーブル整備などにより、８０.５％となっております。

当該事業は、平成３２年度までに残り１５市町村への整備完了を目指しておりまして、工

事の進捗管理の徹底を行ってまいりたいと考えております。 

   

  １６ページをご覧ください。（２）「特色を生かした産業振興」のための施策についてで

ございます。「エンターテイメント創出・観光メニューの商品造成数」「離島における新規

就農者数」の２つのＫＰＩを設定しており、評価は、両項目とも「前進」となっておりま

す。 

  「離島における新規就農者数」につきましては、新規就農一貫支援事業における農業機

械や施設等の初期投資に対する支援などにより、６７９人と基準値と比較して５３０人増

となっております。 

  「エンターテイメント創出・観光メニューの商品造成数」につきましては、離島観光活

性化促進事業における各離島と連携した国内旅行博等でのプロモーションの実施などの効

果もあり、９９件と基準値と比較して６５件増となっております。 

  このＫＰＩを達成するためのＰＤＣＡにつきましては、下の方に記載しておりますが、

この項目については、各島々が持つ魅力を発揮した産業振興ができるよう、引き続き、関
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係市町村とも連携し、各種取組を推進してまいります。 

   

  １７ページをご覧ください。最後に、「離島・過疎地域の振興」のための取組の（３）「Ｕ

ターン・移住者の増加」のための施策についてですが、「体験・交流を目的に離島へ派遣す

る児童生徒数」をＫＰＩとして設定しております。現状値は１６，２６６人と順調に増加

しており、評価は「前進」となっております。 

  主な取組としまして、移住定住促進事業における移住希望者と受入地域をつなぐ世話役

養成塾の開催、沖縄型離島体験交流促進事業における本島の児童を離島へ派遣し地域の

人々や児童との交流などを実施しております。この項目につきましても、引き続き、関係

市町村と連携し、取組を推進してまいりたいと考えております。 

  以上で、沖縄県人口増加計画の取組の進捗状況についての説明を終わります。 

   

【大城会長】 

  説明ありがとうございました。 

  ただいまの説明について、ご意見等ございますでしょうか。 

 

【川満委員】 

  所感ですが、９ページの（４）「生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合」

について、酒というと沖縄では泡盛があると思いますが、泡盛の出荷量は１２年連続で減

っており、泡盛を飲む量も全体的に減っていると思われます。県のものづくり課は泡盛の

出荷量をどうやって伸ばすかということに取り組んでいるが、その上で飲み方を工夫する

必要があると捉えて良いでしょうか。 

 

【事務局】 

  ここは、施策目標として「健康長寿おきなわの推進」を記載しておりますが、酒を飲む

ことがリスクに繋がるということではなく、色々な要因があると考えています。また、検

診率が沖縄は悪いと言われていることもその要因の一つだと考えられます。このため「健

康長寿おきなわの推進」に向けた複数の施策を立てている訳であり、飲酒が悪いわけでは

ないと考えております。 

 

【川満委員】 

  そういう理解で良いですね。また、生活習慣病に関して、今よく言われていることがタ

バコですが、タバコに関する指標はありませんか。 

 

【事務局】 

 タバコに関するＫＰＩ指標は設定しておりません。 
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【川満委員】 

 ただ、医者の先生方に言わせると、タバコが一番よくないと。 

 

【大城会長】 

 データを取れるのでしょうか。例えば都道府県別のタバコ喫煙率など。 

 

【事務局】 

  人口増加計画では、タバコに関する指標を設定しておりませんが、保健医療部において

は、それに関連する計画を作っており、タバコについても、指標として位置づけていると

思っております。 

 

【川満委員】 

  ある病院長の話によりますと、酒は薬にもなり、害にもなるため、飲む人の問題だけれ

ども、タバコはタバコそのものが害で、成人病の大きな要素だと言っていました。 

  次は１１ページ。取組の検証の①に長寿の島おきなわと記載がありますが、依然として

沖縄には長寿の島というブランドはあるのでしょうか。これは、部局から上がってきたも

のと思いますが、この表現が気になるところです。 

 

【事務局】 

  これにつきましては、一昔前までは長寿県沖縄というブランドがあったと思いますが、

平均寿命では長野県に抜かれまして、また、先週の琉球新報の記事では、東大の死亡率の

研究で沖縄が後ろから２番目ということでした。平均寿命の全国順位が落ちてきたことな

どから、保健医療部の目標となっております。 

 

【川満委員】 

 長寿の島おきなわを返上しなければ、しっかりとした健康増進対策はできないと思いま

す。以上です。 

 

【大城会長】 

 他になにか。 

 

【宮里委員】 

 このような会議は年に１回でしょうか。 

 

【事務局】 

  そうです、年に１回を予定しております。冒頭でお話をさせて頂きましたが、会議開催
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の趣旨は、平成２８年度の様々な取組に対して、有識者の皆様の提言を頂き、それを各部

局へフィードバックさせて頂きます。これから予算編成に入っていきますので、参考にさ

せて頂きたいと考えております。 

 

【宮里委員】 

  １年ぶりということもあり、思い出しながらの話しですが。このような成果指標的なも

のはやらないといけないと思いますし、指標が出てきたことは素晴らしいと思います。デ

ータが取れないところは致し方ないと思います。 

  例えば、沖縄県人口増加計画の改定版を作った際に、各部局からあがってきた個別案件

に対する評価、今日の会議の内容は公表されますか。 

 

【事務局】 

 公表いたします。昨年も公表しております。 

 

【宮里委員】 

  この計画（沖縄県人口増加計画（改訂版））の中で、各部局から、例えば教育委員会など

から施策が出ていると思いますが、こういったものを読むと有り難くもあり、そして期待

もします。私は離島自治体なので、例えば、４１ページを見てみますと、離島に住む子ど

も達の大会派遣費等を負担することなどが記述されていますが、実際にできるのかできな

いのか、あるいはできたのかできなかったのか、将来的にやるのかなど、私達としては知

りたいのです。これは福祉に関してもそうです。このようなきれいな資料を作成して欲し

いとは言いませんが、各部局が考えたことが進んでいるのかどうか、これからしっかりと

やっていくのかどうかなど、分かるだけでもとても有り難いと思います。計画をパラパラ

と見ると、離島に対する福祉施策であったり、教育のＩＴ化など、実際にやっているもの

もありますが、分からない部分、把握していない部分もありますし、委員の中で私だけが

知っている部分も多少はあるかもしれません。そのため、こういったものの進捗状況につ

いて、公式な場でなくても、簡単な箇条書きでもいいのでデータとして頂ければと有り難

いと思います。検討したができなかったでも構いません。それは予算も伴うし色々なご事

情があると思います。 

 

【事務局】 

  人口増加計画に基づく取組は非常に多くあるため、ここでは主な取組の状況について説

明しております。一方で、県全体の総合計画として、２１世紀ビジョン基本計画及び実施

計画があり、県のほとんどの取組を網羅した形で毎年ＰＤＣＡを回し、その進捗や成果を

記載しておりますので、様々な取組について確認したい際は、その実施計画を見て頂けれ

ば、進捗が分かると思っております。人口増加計画として全ての取組を網羅したＰＤＣＡ
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の作業は行っていない状況でございます。 

 

【宮里委員】 

  非常に大変だと思いますが、人口増加計画についても、各部局担当者に作成させると、

そんなに難しい話ではないと思ったのです。２１世紀ビジョン基本計画に確実にリンクし

ていて、その中でしっかりと記述があれば別に良いと思うのですが。私も２１世紀ビジョ

ンと見比べをしてないところがあるので、申し訳ないです。 

 

【事務局】 

  そこは持ち帰り検討させて頂きたいと思います。様々な取組がありますので、その状況

が分かるような工夫ができないかどうか、検討させて頂きたいと思います。ありがとうご

ざいます。 

 

【大城会長】 

  他になにかありますでしょうか。 

 

【山城委員】 

  ９ページの健康長寿おきなわの推進に関連して、確認も含めてですが、死亡率の話が先

だって新聞記事に載っていたこともあります。新しい数値が出るのは来年でしょうか。 

 

【事務局】 

  そうです。 

 

【山城委員】 

  そうすると、あまり明るくない数字、順位を下げた場合など、指標や取組を見直したり

するのでしょうか。来年数値が出ると、この項目はどのようになりますか。 

 

【事務局】 

  ＫＰＩの項目はそのままですけれども、実施事業を新たに追加するなど、保健医療部が

検討すると思われます。 

 

【山城委員】 

  新しい事業や取組が来年は出てくるわけですね、分かりました。折角、こういった取組

の結果が数字として良い形で出てくればいいのですが、数字は違ったのが出てきたとなる

と、来年度も同じであってはいけないと思いますので、新しい取組があったら、お願いし

たいと思います。 
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【大城会長】 

  他になにか。 

 

【普久原委員】 

  確認だけ、１５ページの定住条件の整備の「低減化した路線における航路・航空路の利

用者数」について、現状値で目標値を大幅に上回るような数値が設定となっているのです

が、具体的に、どのような取組により増えたか等、理由があるのでしょうか。 

 

【事務局】 

 離島住民に対する航空機の補助、船賃の補助となっておりますが、当初、試算していた

以上に利用者が増えたということです。軽減されたことで予想していた以上に利用された

ということだと思います。 

 

【普久原委員】 

  そうすると、目標値が低すぎたのかなという感じが若干しないでもないですね。 

 

【事務局】 

  県では、今年度、２１世紀ビジョン基本計画を改定しております。それに連動した形で、

実施計画も改定作業に入っていきます。２１世紀ビジョン基本計画、実施計画とこの人口

増加計画はリンクしていますので、数値の見直しの可能性はあると思います。 

 

【事務局】 

  補足しますと、今、６年目ですけれども、ビジョン基本計画の中間評価を行いました。

その中で、既に１０年後の目標値を上回っている指標もございます。そういったものにつ

いては、更に上を目指すという形で、ビジョン実施計画の中で目標値を検討します。今年

中には、後期の実施計画を策定することになりますので、連動した形で、人口増加計画の

目標値も数値が変わってくる見込であります。 

 

【大城会長】 

  ２１世紀ビジョンの個別計画なんですよね。 

 

【事務局】 

  個別計画ですけれども、連動しております。 

 

【川満委員】 

  ご検討をお願いしたいのは、ＫＰＩ関連指標というのは、固定化されているのでしょう
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か。先程のタバコとの関係もあって、時代の流れとともに、追加できる性格のものなのか。

それと、現在、まち・ひと・しごと創生の中の社会増に該当する雇用創出や多様な人材の

育成・確保の視点から、とても人手不足なのです。これをＫＰＩの指標に組み込めないの

か。また、働き方改革という大きなテーマが出てくるため、そういうものが、ＫＰＩ指標

の中に組み入れられないのかどうか。 

  ここで即答できなくても、ご検討頂けないものかということです。以上です。 

 

【事務局】 

  働き方改革も注目されているところでございますが、こういった注目されている、重要

性を増している課題に対して、指標をどういう形で設定するかというのは、ビジョン実施

計画の中で検討されていきますので、先程の繰り返しとなりますが、リンクしているとい

うことがありますので、追加が可能なのかどうなのか、検討していきたいと考えておりま

す。ありがとうございました。 

 

【東盛委員】 

  １０ページの雇用創出と多様な人材の育成・確保についてです。 

  今、就業者数が増加しているということもあって、前進という評価なのですが、就業者

の正規、非正規の割合はどのようになっているか教えて欲しいことと、新規学卒者の１年

目の離職率というのがありますが、確かに、１年目の離職率が高い高いと言われ続けてき

た経過がありますが、意外とまた、２、３年で離職するというのも相当増えてきたと思っ

ています。それはなぜかと言うと、やはり、労働環境、雇用環境の中身について、最初は

入ってなんとか１年目は乗り越してきたけれども、２、３年経って、年休が取れないだと

か、長時間労働だとか、そういう職場環境が全く改善されないため、辞めていったという

ような事例もあるので、そういった数値的なものはどうなっているのか。 

  それと、連合沖縄として、若年層の就業意識向上に向けた出前講座に取り組んでおり、

大学での出前講座では、就業意識を高める、なぜ働くのかなど、色んな形でやっています。

また、中学・高校においても、なぜ働くのか、就業意識を高めるといった出前講座を実施

してきた経緯がありますが、出前の時期、タイミングなどにより、なかなか、継続性のあ

る取組という形になっていません。ただ、大学の方は、大学からの依頼により取組をして

いるという経緯がございます。このように子ども達に対し、労働者としての意識を植え付

けされるため、講座という形でやってきているので、そこの部分で、サポート的な事業的

なものがあるのかどうか、そこをお願いしたいと思います。 

 

【事務局】 

 正規・非正規の内訳について、手元に持ち合わせてないので、確認をしてご報告を差し

上げます。 
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※後日、担当課に確認し次のとおり回答 

  就業者数 67.9 万人 

 役員を除く雇用者数が 56.7 万人 

 正規の職員・従業員 33.0 万人、58.2% 

 非正規の  〃   23.7 万人、41.8%  

 

【事務局】 

  沖縄労働局さんが出された資料によりますと、２、３年目の離職率につきまして、平成

２５年３月卒業になりますが、高校生は、１年目が沖縄３１．７％で全国２０．１％、 

２年目が沖縄１６．２％、全国１１．８％、３年目が沖縄１０．６％、全国９．１％とな

っております。 

  大学生は、沖縄が１年目１９．５％、全国１２．８％、２年目沖縄１３．５％、 

全国１０．０％、３年目沖縄９．７％、全国９．１％となっております。 

 

【大城会長】 

  全国とあまり差がないのですね。随分差があるというような印象でしたが。 

 

【東盛委員】 

 これは正規の数値なのでしょうか。 

 

【事務局】 

  新規学卒者の数値となります。 

 

【事務局】 

  よろしいでしょうか。先程から、関連指標ＫＰＩの関係で色々な意見がございます。例

えば、正規・非正規の割合、新規学卒者の３年目離職率、喫煙率など、関連する指標があ

ると思いますので、計画の中に位置づけるかどうかについては検討が必要となりますが、

少なくとも、関連する指標として、計画とは別に資料として整理をし、会議を開く際には

お示しできるようにしたいと思っております。持ち帰って検討させて頂きたいと思います。 

 

【大城会長】 

  他に何かありますでしょうか。 

 

【村上委員】 

  先程、指標の目標値を変えられる予定があるとおっしゃっていたのですが、これは、来

年のこの会議で変わっているということでしょうか。 
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【事務局】 

  今年中には実施計画を作りますので、それに連動した形で、目標値も変わってくるとい

うことになります。変わらないものもありますけれども、上方修正するものも出てくると

思います。 

 

【村上委員】 

  来年の資料でもし変わったところは、下線なり引いて頂ければと思います。 

 

【事務局】 

  そのようにしたいと思います。 

 

【村上委員】 

労働局として雇用の面から申しあげますと、雇用情勢がだいぶ良くなってきまして、数

年前の指標に比べると、沖縄の有効求人倍率もだいぶ高く、就業者数などが増えるのは当

たり前といえば当たり前ですが、会長がおっしゃられたように、今は質が重要となってき

ています。 

  非正規の場合でも、質を良くする、定着率を良くするような求人になるなど、中身に踏

み込んでいかないと、なかなか沖縄が発展していかないのではないかと思うのです。例え

ば、労働分野の今後の施策の推進においても、今までと同じような施策を打っていくとい

うよりは、先程の他の項目でもあったように、時代に合った施策に中身を変えて行って頂

いた方が、更に良くなっていくのではないかと思います。指標も就業者数、雇用の創出、

企業の増加、雇用の増進というように、どうしても数だけで見るのですが、中身が伴わな

いと、また離職者が増え、失業者が増えてくるという、負のサイクルになってしまうので、

それが一点目。 

  もう一点、目標に明らかに届かないような、例えば、検診率は目標が５０％なのですが、

胃がんについては５．５と、６．７から更に下がっており、目標と比べると遥かに低い。

この施策の取組推進案のところを見ると、働きかけを行うとか、従来のやり方では明らか

に目標に届かないものは、少しアプローチを変える必要があると思います。去年と同じも

のをここに書いているだけでは、目標がただの目標になってしまいます。少しアプローチ

を変えた所を書いて頂いて、なおかつ、変えたのであれば、それが何なのかを下線を引く

なりして分かるようにして頂ければ、委員の皆様も少し分かりやすくなるのではないかな

と、意見を述べさせて頂きます。 

 

【事務局】 

  ありがとうございます。雇用の関係ですけれども、ビジョン基本計画の中間評価を行い、

そして、改定まで行ったわけですが、重要性を増してきた課題がいくつかございまして、
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その中に雇用の質の改善という視点から入れ込んだものもございます。今回、雇用の現状

と課題を捉えた形で、新たな施策展開として、基本計画の改定を行ったところであります。

これを人口増加計画の改定に繋げるかどうかについては、事務局で引き取って、必要性な

どを検討していきたいと考えております。 

  それから、９ページのがん検診につきまして、どのようなアプローチをしているのか、

新たなアプローチがあったのかどうかなど、委員からこのようなご意見があったというこ

とをしっかり関係部局へ伝え、新たな取組があった場合には、それを盛り込み、分かるよ

うな形で整理をしていきたいと思っております。 

 

【大城会長】 

  １０分から１５分くらい長くしてよいですか。他になにか追加でありませんか。 

 

【宮里委員】 

  では、私の方から。人口増加計画ですから、人口はどうなっているのでしょうか。 

  先程、出生数の話も出ていましたが、沖縄県はまだ増えているのですが、都市部といわ

ゆる田舎、沖縄本島と離島では状況が違うと思っています。幸いにして私のところの座間

味村は、横ばいからちょっと上がっている状況がありますけれども、離島全体的には、特

に小規模離島で言いますと、減ってきています。この計画策定から１年、２年で直ぐに人

口増加することはないと承知しておりますが、圏域別に北部はどうなんだ、中部はどうな

んだ、南部でも那覇のどこはどうなんだなど、自治体一つ一つを取る必要はないかもしれ

ませんが、そういった状況をまず把握させて頂きたというのが一つ。 

  その中で、減っているところの要因、それに対して、この計画がカバーしている部分が

どうなっているのか、そういったところを追いかけることが大切ではないかと思っていま

す。県内離島でいうと、石垣は増えているのではないかと何となくイメージで思うのです

が、小規模離島、久米島にしても相当な人口が流出している。 

  各自治体、各離島、各田舎で一生懸命やっているとは思うのですが、そういったところ

の状況を把握しながら、私たちこの委員の中でも色々議論したり、把握するのが非常に大

切ではないかなと思います。 

  ちなみに、２１世紀ビジョンも含めて話をさせて頂きますと、沖縄県で高校のない離島

の子ども達のための学生寮を作ってもらったことは非常に大きなことだと思います。それ

で、親が一緒に行く必要がなく、子どもだけで沖縄本島に出てくるという、とても良い事

例はあります。ある離島の首長さんと話をすると、そこに入れなかった子ども達は、家族

ごと引っ越して沖縄本島に来ている。４、５人かもしれないのですが、離島にとって４、

５人というのは非常に大きな人口です。そのため、離島としては、もっとこのような施設

を作って欲しいという気持ちもあるのですが、色んな要因を私達なりにも分析をしないと

いけないと思っています。そのため、やはり数字的なもの、その要因について、把握する
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必要があるんじゃないかなと思いますが、如何でしょうか。 

 

【事務局】 

  ありがとうございます。圏域別に人口を見てみると、南部の周辺離島全体としては減っ

ております。南部、中部、そして石垣は増えております。また、北部も増えておりますが、

北部の中でも、名護から北か南かで、その状況は違っております。圏域別にどういった状

況で人口が推移しているのか、それも大切な指標だと考えておりますので、次回はこうい

ったものもはっきりと分かる形で資料を整理し、ご覧頂きながら、ご意見を頂ければと思

っております。離島、高校のない離島に係る話でございますが、教育委員会へはそういっ

た話があったということを報告したいと思います。 

 

【宮里委員】 

  この各指標ですが、作って頂いて有り難いと思っておりますが、先程から話がでている

航空路線等の低減化の利用者数というのは、どんどん増えてきています。これは絶対増え

ていくと思います。それは、沖縄本島に大きな病院があったり、買い物であったり、子ど

も達がここに来たりだとか、これは追いかけなくても増えていくと思っています。 

  次の１７ページのＵターン・移住者の増加についても、しっかりやって頂いているので

数値は伸びて来ると思います。そこも大切だと思いますが、先程から言っているように、

離島にとっては、あるいは過疎地域にとっては、何が問題なのか、ピックアップしてこの

指標の中に入れていくことがとても大切ではないかと思います。いいところばかり見るの

ではなく、なかなか伸ばしにくいところをあえて掲載することが、皆が議論するきっかけ

になるはずですから、そこはとても大切だと思いますので、そこを考えてみては如何でし

ょうか。 

 

【事務局】 

  地域・離島課で離島振興計画というのを策定しておりますが、それも中間評価をやって

いる最中でございまして、中間評価も踏まえたうえで、離島振興計画についても計画改定

を行う議論がなされております。人口増加計画とその計画は連動してきますので、地域・

離島課とも色々議論していきたいと考えております。 

 

【宮里委員】 

  全国的な取組として、離島の空き家対策があります。空き家がいっぱいあるので、自治

体やＮＰＯ法人が参画し、これをリフォームや改修しそこに住んでもらうというものです。

空き家バンクの話もあります。そこは大切だと思いますが、離島の話を聞くと、案外、空

き家はありそうでないのです。あるいは、あっても沖縄独特のトートーメーがあるとか、

定期的に年に３回も４回も帰るから人に貸し出すことができないなど、借りられる家、空
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き家は、案外ないように感じています。更に離島ですから、民間のアパートがないことも

考えると、例えば、定住促進住宅を整備するためのお手伝いをしたいというのが、書かれ

ていたと思いますが、そういったところにも目を向けていかないといけないと思っていま

す。 

  現在の公営住宅整備法というのは、低所得者向けのための住宅整備であり、移住者向け

の住宅新築に係る補助制度というのは、私が知っている範囲ではありません。そういった

ところのニーズも含めて検討する必要があります。また、うちの島でいうと、幼稚園の先

生が欲しいのですが、島にはその資格を持っている人が少ない。もう一人、二人欲しいと

探しても、住む場所がないから来てくれる人がいない。仕事があっても住む場所がないと

いうジレンマもあったりするのです。そういった地域、各自治体のニーズについて、これ

からどんどん話をしていかないといけないと思うのです。そういったことについて、ご承

知おき頂ければ有り難いと思います。 

 

【事務局】 

  企画部で移住定住促進事業というのをやっており、その中で、東京や大阪の移住フェア

へ参加したり、県内でシンポジウムを開催したり、あるいは地元と移住者の間を取り持つ

相談員を養成するなどの取組を行っているところであります。移住したいという方々は、

仕事があるか、家があるか住むところがあるか、その二点が一番大きなポイントであると

聞いております。そこを踏まえた形で、地域のニーズにあった施策、取組も重要だと思い

ますので、検討させて頂きたいと思います。 

 

【大城会長】 

  平成２７年度中に沖縄県内全市町村でも総合戦略を策定済となっておりますが、少し気

になっていることとして、沖縄県の計画と各市町村の計画の整合性、役割分担はどのよう

になっているのでしょうか。例えば、農業就業人口の取組に関して、各市町村、離島でも

就業人口を増やそうとしていると思います。そのため、県はこれに関し、こういうことを

やります、市町村はこういうことをやって下さい、というような役割分担、整理があるの

かが気になります。折角、計画を立てるのだから役割分担をして、違う施策をやらないと

もったいないと思います。 

  それからもう一つは、人口増加計画ですから、ターゲットとしている年齢層を想定して

いるのかどうか。要するに、仕事をし、子どもを産んで、人口を増やすということですか

ら、この計画自体がターゲットとしている年齢層があると思います。また、就業者数が増

えたと言っていますが、全国的な傾向からすると、増えているのは実は高齢者なのです。 

６０歳を過ぎた人達の再雇用により増えているのです。若年層は逆に減っています。です

から、この計画を見るときに、ターゲットとしている年齢層に対応した検証をしてもいい

のかなという感じがしています。そこを確認して欲しいということと、各市町村との役割
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分担を意識した計画を作ることもいいという気がします。 

 

【事務局】 

  ありがとうございます。この総合戦略を策定したのは平成２７年９月、その直後に市町

村に対する説明会を開催いたしました。県の総合戦略を参考にして頂きながら、市町村も

策定に向けて取り組んで頂きたいと説明をしておりますので、県の総合戦略を踏まえた形

で各市町村の総合戦略を作って頂いていると思いますが、明確に役割分担といった整理は

なされていないと思います。県と市町村の取組は違いがあると思いますので、そういう視

点を持って、これから検討していきたいと思っています。また、年齢増、ターゲットがあ

るのではないかということですが、様々な取組があるなかで、それぞれがどういった年齢

層をターゲットにして取り組んでいくのかという視点は必要だと思いますので、その辺を

組み入れていけるか、整理できるかどうか、持ち帰って検討させて頂きたいと思います。 

 

【大城会長】 

  しかし、農業就業者が増えているのは、大変な驚きですね。びっくりしました。 

 

【宮里委員】 

  全体では減っていると思います。そのような資料を見た気がしました。 

 

【大城会長】 

  他に何か。よろしいでしょうか。年に１回の開催というのは少し寂しいですね。 

 

【事務局】 

  そこも検討させて下さい。 

 

【大城会長】 

  もう１回くらいあってもいいと思います。 

  他にありますでしょうか。なければ、委員会を閉じたいと思います。どうもご苦労様で

した。 

 

【事務局】 

  それでは、最後に、事務局から一言、ご挨拶を申し上げさせて頂きたいと思います。 

 

【事務局】 

  本日は様々なご意見を頂きありがとうございました。これを各部局へしっかりと報告を

行い、共有しまして、今後の取組に生かしてまいりたいと思います。地方創生は息の長い
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取組でありますので、引き続き、ご意見を頂ければと思います。本日はどうもありがとう

ございました。 

                                                                          （了） 


